
事業番号 - - -

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

81% 79% 52%

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

-

-

-

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

- -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
地域IoT実装状況調査（令和元年度より調査結果を精査し集計方法を変更）

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

活動指標

計算式
　　百万円/
件

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

総務省設置法第４条第１項第59号
※情報の電磁的流通の規律及び振興

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

7 6 4

25 15 17

平成30年度 令和元年度 令和2年度

活動実績

令和2年度

百万円

活動実績 件

当初見込み 件

令和元年度 令和2年度

30 33 31

計画策定・推進体制構築支援事業における地方公共団
体支援数

4

件

36/6

地域IoT実装推進事業（補助事業）の完了件数

-

3年度活動見込

5.8 6

353

令和２年度までに生活に身
近な分野でのIoTを活用し
た取組により地域情報化を
実現した地方公共団体数
800を実現

実施方法

平成30年度

％

地域IoT実装・共同利用総合支援施策 担当部局庁 情報流通行政局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 地域通信振興課 課長 金澤　直樹

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

地域におけるAI・IoT等の革新的技術を活用したサービスの実装を推進するため、 計画策定支援、人的支援、初期投資等に対する補助等を地方公共団体等
に対して総合的に実施。
初期投資等に対する補助として、令和２年度は、自治体でのＡＩ活用モデルを追加し、複数団体での共同利用・共同調達を推奨した。
※令和２年度は、事業名を「地域IoT実装総合支援施策」から変更。
【補助率】
1/2　上限2000万円　都道府県及び指定都市を除く地方公共団体等

- -

460

- -

- -

生活に身近な分野でのIoT
を活用した取組により地域
情報化を実現した地方公
共団体数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

400

単位

計画策定・推進体制構築支援事業の執行額／地方公
共団体支援数

単位当たり
コスト

--

372

-

平成30年度
事業終了

（予定）年度
令和2年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

平成32年度末までに800の地方公共団体において、生活に身近な分野でのIoTを活用した取組を創出し、地域活性化を実現。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

地方公共団体数
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

地方公共団体数

令和3年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

460 353 400 0 0

279 208

執行率（％） 81% 79% 52%

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

10 7 54

41/7

令和元年度

17/4

1,623

800

203

骨太の方針2019（令和元年度6月21日閣議決定）
世界最先端デジタル国家創造宣言 （令和２年7月17日閣議
決定）まち・ひと・しごと創生基本方針2020 （令和２年7月17日
閣議決定）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

73 211

573

1,213 1,623

800

203

- -

- -

関係する
計画、通知等

達成度

272

371

年度 年度2

平成30年度

-

平成30年度

令和3年度当初予算

計

2021 総務

ＩＴ戦略、地方創生

20 0079

- -

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

-
令和3・4年度

予算内訳
（単位：百万円）

主な増減理由令和4年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

中間経理検査を実施した結果、合理的であった。

「経済財政運営と改革の基本方針 2019」において、「地域課
題の解決を目指す地方公共団体に対して、地域ＩｏＴの導入
効果が確立されたモデルの実装（中略）事業の支援（中略）
を実施。（中略）800の地方公共団体において、ＩｏＴを活用し
た取組を創出。」とされており、国による事業として実施する
ことが適当である。
また、地方公共団体の財政事情は様々であり、一律に地方
公共団体の自主財源による成功モデルを導入することは困
難であること、また、地方公共団体の情報システム予算は、
主として基幹系システムと情報系システムの維持管理費、法
改正等に伴うシステム改修費に使用されており、本事業によ
り国がIoT導入に向けた支援を実施する必要がある。

○

評　価項　　目

総務省「地域ＩｏＴ実装状況調査」（平成31年4月実施。回答地
方公共団体数1,702）によれば、ICT/ＩｏＴの実装について、
「実施している」「検討している」「関心がある」とする団体は９
割を超える（97.4％）が、「関心があるが、特段の取組を行っ
ていない」団体が多数存在（52.4％）。本施策は、これらの自
治体のニーズを踏まえ、IoTの導入に向けた支援を実施する
もの。

-- -

地域IoT実装推進事業の執行額／補助事業の完了件
数

- -

百万円

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

　　百万円/
件 -

平成30年度

○

10.8 7 5.6 -

計算式 324/30

事
業
の
効
率
性

補助事業の採択先選定に当たっては、提案公募の上、外部
有識者による評価を経て採択先を決定するなど、公平性を
担保している。また、各契約においても支出先の選定に当
たっては、企画競争の実施や一般競争入札を行うなど、競
争性を担保している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

- -

目標値 -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進
基本計画」（平成30年6月15日閣議決定）等を始めとした各種
の政府戦略において、「生活に身近な分野でのIoTを活用し
た取組を創出し、地域活性化を実現」とされており、本施策
はその実現を目指すもの。

補助事業の採択先選定に当たっては、提案公募の上、外部
有識者による評価を経て採択先を決定するなど、公平性を
担保している。また、各契約においても支出先の選定に当
たっては、企画競争の実施や一般競争入札を行うなど、競
争性を担保している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

○

令和元年度 令和2年度

○

○

令和元年度 令和2年度

単位当たり
コスト

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

計画策定支援事業については、地方公共団体がIoT導入の
ための計画を策定する際の基礎的支援を行うのみであり、
負担関係は妥当といえる。
また補助事業についても、国が直接地方公共団体等に補助
するものであり、負担関係は妥当といえる。

国
費
投
入
の
必
要
性

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

生活に身近な分野における地域へのIoTの実装により、地域課題解決・地域活性化の取組に貢献することとなるため、社会課題の解決に寄与する。

定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

231/33 175/31

3年度活動見込

年度年度

中間目標 目標年度
平成30年度

実績値 - -

単位

-

施策 ２．情報通信技術高度利活用の推進

政策 Ⅴ．情報通信（ICT政策）

測
定
指
標



-

-

※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

令和２年度で事業終了

本施策は超少子高齢化等が進展する地域において、生活や産業の基盤が従来の形で維持できなくなりつつあり、IoT実装を通じた官民データ
利活用による課題解決が期待されるが、予算や人材の制約等により、取組が進んでいない地域があることを踏まえ、民間活力を最大限に活用
しつつ、地域におけるIoT実装を進めるため、計画策定支援、実装事業の支援等を総合的に実施するものである。
なお、支出先の決定に当たっては、一般競争入札や有識者による評価を経ており、競争性や事業の効率性を確保している。

‐

補助事業の採択先選定においては、外部有識者による評価
項目に継続性のある計画となっているか否かが含まれてお
り、整備後の運用見込も評価の対象としている。また、交付
要綱でも５年間の運用状況報告を求めるなど、整備された施
設の継続的な活用を求めている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

 外部有識者による点検の対象外

令和２年度をもって事業終了。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

○

予
定
通
り

終
了

令和２年度をもって事業終了。

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績は1623団体であり、成果目標である800団体を達成
している。

補助事業の交付決定に当たっては、事業の目的に沿った計
画になっているか、その計画に対し必要かつ適切な範囲の
経費が根拠をもって計上されているか具体的に確認してい
る。

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事

業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

コストの削減や効率化を図った結果、活動実績は31件と、当
初の見込み（17件）を上回る件数を実施でき、より多岐に渡
る成果を得ることができた。

終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

交付決定後の事業廃止によるもの。

点検結果

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

令和2年度 総務省 0087

平成29年度 0079 新30-0020

平成30年度 0079 新30-0017

令和元年度 総務省 0095

地域IoT実装のための計画策定・推進体制構築支援事
業

総務省

32百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

チェック

株式会社野村総合
研究所

15

A.株式会社野村総合研究所

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載） 7

金　額
(百万円）

調査費

使　途

業務費

B.株式会社 富士通総研
金　額

(百万円）

17

費　目 使　途

計 17 計 15

外注費 システム構築等に係る外注費 20 人件費等
補助事業の実施に際して、経理監査業務に
係る人件費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費等調査費

費　目

C.九州電力株式会社 D.PwCあらた有限責任監査法人

費　目 使　途

計 20 計 7

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1 93.3％

法　人　番　号

4010001054032 17

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

地域IoT実装のための計画
策定・推進体制構築支援に
関する調査研究

94.2％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社 富士通総
研

8010401050783
地域ＩｏＴ実装推進に資する
地方公共団体におけるＡＩ
の利用等の調査分析

15
一般競争契約
（総合評価）

1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

A．請負事業者（1者）

17百万円

地域IoT実装のための計画策定・推進体制構築支
援に関する調査研究

地域IoT実装推進事業

総務省

182百万円

請負【一般競争入札（最低価格）】

D．請負事業者（1者）

7百万円

【補助金交付】

C．地方公共団体等（31者）

176百万円

IoT実装に取り組む地域に対して、初期投資・連携 補助事業の実施に際して、経理監査業務を補助。

地域IoT推進に資する地方公共団体におけるＡＩ
利用等の調査分析

B．請負事業者（1者）

15百万円



D

PwCあらた有限責任
監査法人

8010005011876
補助事業の実施に際して、
経理監査業務

7
一般競争契約
（最低価格）

3

神奈川県藤沢市 2000020142051
保育施設入所選考AIの導
入

5 補助金等交付 - -

一般社団法人社会
基盤情報流通推進
協議会(AIGID)

7020005011554

次世代型市民協働プラット
フォームMy City Reportの
機能改善による横展開推
進事業

19 補助金等交付 - -

福井県農業共済組
合

6210005007996
スマート農業推進基盤整備
事業

11 補助金等交付 - -

鹿児島県曽於市 8000020462179
曽於市地域IoT実装推進事
業

7 補助金等交付 - -

株式会社ポートフォ
リオ

9120101061870
貝塚市・泉州テレワーク推
進事業

20 補助金等交付 - -

となみ衛星通信テレ
ビ株式会社

8230001008516

南砺地域における安心安
全で省力化できるIoT農業
管理プラットフォームの構
築

19 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

4

1

2

九州電力株式会社 4290001007004
九州観光促進プラット
フォームによる地域活性化

20 補助金等交付 - -

7

8

5

6

株式会社ウエダ本社 8130001016603

“みえるまち 海の玄関“で
息吹く食・歴史文化・自然・
産業人財との連携によるク
リエイティブ・コミュニティ創
出事業「テレワークプレイス
構築プロジェクト」

13 補助金等交付 - -

9

10

一般社団法人
しま・ひと・たから

9340005009093

奄美群島「伝泊」を中心とし
た地元の中小企業・行政・
専門企業と連携した「ふる
さとテレワーク」事業

6 補助金等交付 - -

東京都杉並区 8000020131156
保育所入所AI選考システ
ムの導入

8 補助金等交付 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）


	行政事業レビューシート

